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平成２８年度事業計画 

 
 
本協会は、山口県内の市町の健全な発展を図るため、市町村振興宝くじの収益金

等を活用し、市町の財政支援のための貸付事業等、市町を支援する事業を行い、も

って、住民福祉の増進に資することを目的としており、平成２８年度は、目的を達

成するため、サマージャンボ等宝くじの配分額（県交付金）を５０４百万円、オー

タムジャンボ宝くじの配分額（県交付金）を２３１百万円と見込み、次の事業を行

う。 

 

１ 資金貸付事業 

   市町の災害時における緊急融資事業及び災害防止対策事業並びに緊急に整備を

要する施設等整備事業の公共事業の地方債資金としての長期貸付と、緊急的な災

害対策事業に対する一時借入金資金としての短期貸付を行う。 

  (1) 貸付計画 

  ① 予算額：３,１００,０００千円 

    （長期貸付 2,700,000 千円：県協会資金 2,200,000 千円、全国協会資金 500,000 千円） 

    （短期貸付  400,000 千円：県協会資金   100,000 千円、全国協会資金  300,000 千円） 

  ② 貸付条件 

項 目 長 期 貸 付 短 期 貸 付 

償還期間 １２年償還（うち据置期間２年） 

１５年償還（うち据置期間３年） 

同一会計年度内 

償還方法 半年賦元金均等償還 元利金一括償還 

貸付利率 全国市町村振興協会の貸付利率に準じて理事長が定める。 

財政融資資金(政府資金)の貸付金利から０.３％を減じた率。 

ただし、最低の貸付利率は、０.１％とする。 

全国市町村振興協会資金の短期貸付は、災害救助法の適用を受け

た市町にあっては１億円を上限に無利子とする。 

貸付日 平成２８年５月２０日（金） 市町と協議 

   

  (2) 償還計画等 

   当年度の長期貸付の元金償還額及び受取利息、並びに当該資金に係る全国市町 

  村振興協会への返済額及び支払利息は、次のとおりである。 

                                （単位：千円） 

元金償還額 2,083,877 受取利息  133,700 償還元利合計 2,217,577 

借入金返済額 131,402 支払利息 9,766 返済元利合計 141,168 

    ※ 借入金返済は、前期・後期の償還日と同じ日に行う。 



 

 

- 2 - 

 

 

２ 交付・助成事業 

(1) 交付金交付事業（予算額：２６１,０００千円） 

オータムジャンボ宝くじ交付金全額（２３１，０００千円）及び新たに各市町

の地方創生の総合戦略を推進するため、サマージャンボ宝くじ交付金の一部

（市町振興交付金３０，０００千円）を市町へ配分し、市町は、地方財政法第

３２条に規定する少子・高齢化対策、まちづくり等、市町の活性化のための各種

事業の財源として活用する。 

 

 (2) 市町振興助成事業（予算額：１７０,５２６千円） 

   個々の市町単独実施では限界のある広域性、市町間連携、スケールメリット等

が求められる市町振興事業並びに市長会、町村会、市議会議長会及び町議会議長

会（以下「市町支援団体」という。）が実施する市町支援事業に対して助成する。 

 

① 市町の実施する防災体制整備、地域づくり推進事業、人材育成等に対する助

成（予算額：１２７,１０９千円） 

○ 総合防災訓練負担金に対する助成（１,０００千円） 

○ 山口県消防防災ヘリコプター運航協議会負担金に対する助成 

（５４,７７２千円） 

  ○ 自主防災アドバイザー養成研修負担金に対する助成（６３７千円） 

○ 地域づくり推進事業に対する助成（５７,０００千円） 

・市町が単独事業として実施する地域づくり推進事業費の１/２以内（３００

万円を上限）を助成する。ただし、少なくとも１００万円は新たに創設し

た地方創生関連事業とする。 

○ 研修派遣経費に対する助成（１３,７００千円） 

・自治大学校、市町村アカデミー研修・国際文化アカデミー研修（公益財団

法人全国市町村研修財団主催）、全国建設研修センター研修（一般財団法人

全国建設研修センター主催）、日本下水道事業団研修（地方共同法人日本下

水道事業団主催）の経費について一部を助成する。 

 

② 市町支援団体の実施する共同事業及び市町支援事業に対する助成 

（予算額：４３,４１７千円） 

  ○ 軽自動車税申告書取りまとめ業務委託料等に対する助成 

（９,９７０千円） 

・市長会及び町村会が、納税事務の効率化・適正化と納税者の負担軽減を図

るため、共同事業として実施する軽自動車税申告書の取りまとめ経費並び

に軽自動車転出車両の情報提供に係る経費を助成する。 

○ 地域活性化センター市町会費負担に対する助成（２,２４０千円） 

・一般財団法人地域活性化センターの県内市町会費を市長会及び町村会が負

担する経費を助成する。 
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○ 市町職員等研修費に対する助成（３１,２０７千円） 

・市長会及び町村会が、共同事業として市町職員研修を公益財団法人山口県

ひとづくり財団へ業務委託する経費（２５,２０７千円）を助成する。新設

の「女性職員キャリアアップ講座」は（公財）全国市町村研修財団から助

成を受ける見込み。 

      ・市町支援団体が実施する市町職員等研修事業費の一部（６,０００千円）を

助成する。 

   

３ 情報提供事業 

県内市町に共通する行政課題等について情報を収集し、ホームページ等で公表

する。 

 

 

４ その他 

 (1) 市町村振興宝くじの普及啓発（予算額：５,０５０千円) 

    サマージャンボ宝くじ及びオータムジャンボ宝くじの普及啓発のため、市町の 

  協力を得ながら、テレビ、ラジオ、ミニコミ紙等を活用した広報活動を行う。 

 

 (2) 公益目的事業の見直し 

 市町財政担当課長との意見交換等により事業効果を検証し、事業の再構築に

ついて検討を進める。 

 

 (3) 関係団体等との連絡協調 

  ・ 県、市長会、町村会、市議会議長会、町議会議長会等県内地方自治関係団体と 

   の連絡協調を図る。 

  ・(一財)全国市町村振興協会及び(公財)全国市町村研修財団との連絡調整並びに 

  他の都道府県市町村振興協会との情報交換を行い、業務運営の効率化、円滑化を 

  図る。 

 

 


